
1980年代からの環境問題に対する関心の高まり、気候変動枠組条約国際交渉（1990年～）など 

 ・1990年 フィンランド いわゆる炭素税（Additional duty）導入 

 ・1991年 スウェーデン 二酸化炭素税（CO2 tax）導入 

ノルウェー 二酸化炭素税（CO2 tax）導入 

1992年 気候変動枠組条約採択【1994年３月発効】、６月 地球サミット（リオデジャネイロ）   

 ・1992年 デンマーク 二酸化炭素税（CO2 tax）導入 

オランダ 一般燃料税（General fuel tax）導入 

 ・1993年 イギリス 炭化水素油税（Hydrocarbon oil duty）の段階的引上げ（～1999年） 

 ・1996年 オランダ 規制エネルギー税（Regulatory energy tax）導入 

1997年 京都議定書採択【2005年２月発効】 

 ・1999年  ドイツ 鉱油税（Mineral oil  tax）の段階的引上げ（～2003年）、電気税（Electricity tax）導入 

イタリア 鉱油税（Excises on mineral oils）の改正（石炭等を追加） 

 ・2001年 イギリス 気候変動税（Climate change levy）導入 

 ・2001年 ドイツ 再生可能エネルギー法による固定価格買取制度（FIT）開始 

＜参考＞2003年10月 「エネルギー製品と電力に対する課税に関する枠組みＥＣ指令」公布【2004年１月発効】 
       ：各国はエネルギー製品及び電力に対して最低税率を上回る税率を設定 

 ・2004年 オランダ 一般燃料税を既存のエネルギー税制に統合（石炭についてのみ燃料税として存続（Tax on coal））。規制エネルギー税をエネ
ルギー税（Energy tax）に改組 

 ・2005年 ＥＵ EU域内排出量取引制度（EU-ETS）開始 

 ・2006年  ドイツ 鉱油税をエネルギー税（Energy tax）に改組（石炭を追加） 

 ・2007年 フランス 石炭税（Coal tax）導入 

 ・2008年 スイス 二酸化炭素税（CO2 levy）導入 

 ・2010年 アイルランド 炭素税（Carbon tax）導入 

 ・2011年 スウェーデン エネルギー税（Energy Tax）の改正（課税基準を熱量ベースに変更、税率引上げ） 

 ・2012年 オーストラリア 炭素価格付け制度（Carbon Pricing Mechanism）導入 

（参考1）欧州委員会は、2011年4月に、現行のエネルギー税制指令の改定案を公表。加盟国のエネルギー税の最低税率を、CO2排出量に基づく税率として、CO2-1トン当たり€20とすること等を提案。 
（出典）各国政府及びＯＥＣＤ資料 
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